
食育基本法（抜粋）

二十一世紀における我が国の発展のためには、子どもたちが健全な心と身体を培い、未来や
国際社会に向かって羽ばたくことができるようにするとともに、すべての国民が心身の健康を確保
し、生涯にわたって生き生きと暮らすことができるようにすることが大切である。

子どもたちが豊かな人間性をはぐくみ、生きる力を身に付けていくためには、何よりも「食」が重
要である。

今、改めて、食育を、生きる上での基本であって、知育、徳育及び体育の基礎となるべきものと
位置付けるとともに、様々な経験を通じて「食」に関する知識と「食」を選択する力を習得し、健全
な食生活を実践することができる人間を育てる食育を推進することが求められている。
〔略〕
国民一人一人が「食」について改めて意識を高め、自然の恩恵や「食」に関わる人々の様々な

活動への感謝の念や理解を深めつつ、「食」に関して信頼できる情報に基づく適切な判断を行う、
能力を身に付けることによって、心身の健康を増進する健全な食生活を実践するために、今こそ
家庭、学校、保育所、地域等を中心に、国民運動として、食育の推進に取り組んでいくことが、我
々に課せられている課題である。
〔略〕

第一章 総則

第一条 目的

（平成17年6月17日法律第63号）

（前文）

この法律は、近年における国民の食生活をめぐる環境の変化に伴い、国民が生涯にわたって
健全な心身を培い、豊かな人間性をはぐくむための食育を推進することが緊要な課題となってい
ることにかんがみ、食育に関し、基本理念を定め、及び国、地方公共団体等の責務を明らかにす
るとともに、食育に関する施策の基本となる事項を定めることにより、食育に関する施策を総合的
かつ計画的に推進し、もって現在及び将来にわたる健康で文化的な国民の生活と豊かで活力あ
る社会の実現に寄与することを目的とする。

食育は、広く国民が家庭、学校、保育所、地域その他のあらゆる機会とあらゆる場所を利用し
て、食料の生産から消費等に至るまでの食に関する様々な体験活動を行うととも に、自ら食育の
推進のための活動を実践することにより、食に関する理解を深めることを旨として、行わなければ
ならない。

国は、第二条から前条までに定める食育に関する基本理念（以下「基本理念」という。）にのっと
り、食育の推進に関する施策を総合的かつ計画的に策定し、及び実施する責務を有する。

地方公共団体は、基本理念にのっとり、食育の推進に関し、国との連携を図りつつ、その地方
公共団体の区域の特性を生かした自主的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

国民は、家庭、学校、保育所、地域その他の社会のあらゆる分野において、基本理念にのっと
り、生涯にわたり健全な食生活の実現に自ら努めるとともに、食育の推進に寄与するよう努める
ものとする。

第六条 食に関する体験活動と食育推進活動の実践

第十三条 国民の責務

第九条 国の責務

第十条 地方公共団体の責務
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